
　福島県の森林・林業の再生に向けて、関係省庁が連携し、生活
環境の安全・安心の確保、住居周辺の里山の再生、奥山等の林業再

生に向けた取組及び調査研究等の将来に向けた取組並びに情報発信と
コミュニケーションなどを行っています。
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森林・林業の再生に
　　   向けた具体的な取組

間伐・皆伐・植栽箇所での空間線量率測定

植栽木や萌芽枝の測定

　間伐等の森林整備が停滞すると、荒廃した森林が増
え、これまで有していた森林の多面的機能が十分に発
揮されなくなります。例えば、水源涵養機能や土砂災害
防止機能等が低下するなど、日常生活への影響も心配
されます。
　福島県では、2013年度から森林の公益的機能の維
持増進を図る森林整備とその実施に必要な放射性物質
対策を行う「ふくしま森林再生事業」に取り組んでいま
す。 「ふくしま森林再生事業」は、 市町村等の公的主体
が、汚染状況重点調査地域等（解除地域を含む）を対
象に森林整備等を実施しています。 主な取組には次の
ようなものがあります。

①空間線量率の調査や森林所有者の同意取得等
②土砂移動抑制対策（丸太筋工の設置等）
③森林整備（間伐、更新伐等）
④路網整備（森林作業道の開設等）
　2013年度以降、これまで44市町村で実施しており、
2021年3月末実績は、間伐等10,468ha、森林作業道
1,289kmとなっています。

森林整備とその実施に
必要な放射性物質対策

（ふくしま森林再生事業）

実証地選定のための森林調査等

森林施業に伴う空間線量率の変化

放射性物質の濃度等の計測

概況調査等
同意取付

丸太筋工の設置

間伐等の適切な森林整備

公的主体による森林整備

放射性物質対策の実証

図     ふくしま森林再生
　　 事業の事業概要

資料：林野庁「2020 年度  森林・林業
　　　白書」、  福島県 HP「森林再生に
　　　向けた取組 （福島県の森林を再
　　　生する取り組みについてお知ら
　　　せします。）」
　　　（2018 年 8 月 20 日更新）

実証地の選定のための森林の放射線量等の概況調査
作業計画の検討のための実証対象森林の調査
森林所有者への説明・同意取付等を実施

放射性物質の影響等により整備が進みがたい人工林等において、県、 
市町村等の公的主体による間伐等を実施。

間伐による森林整備

放射性物質の影響に対処するため放
射性物質の移動抑制のための筋工
の設置等の実証的な取組を実施。　

　2016年３月に復興庁、農林水産省、環境省で取りま
とめた「福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取
組」に基づき、住民が身近に利用してきた住居周辺の
里山の再生を進めるための取組の一環として「里山再
生モデル事業」を推進してきました。
　モデル事業は、避難指示区域（既に解除された区域
を含む）及びその周辺の地域にある福島県内17市町
村を対象地域として14箇所のモデル地区を選定し、住
民の安全・安心の確保に資する取組である除染・森林
整備・線量測定を関係省庁が県や市町村と連携しなが
ら実施しました。
　この取組により、 住民による里山の利活用の促進が
図られていることから、 2020年度以降は、 対象地域を
48市町村に拡大し、 「里山再生事業」として事業を実施
しています。

　なお、本事業では、以下の３つの構成事業のうち、市
町村の要望に応じ、２または３事業を組み合わせて実
施することとしています。
①除染：人が日常的に立ち入る場所で、堆積物除去や
　残渣除去等の除染を実施
②森林整備：間伐などの森林整備と丸太筋工の設置等
　の放射性物質対策を実施
③線量測定：住民の利用形態を想定した遊歩道等の空
　間線量率の測定や個人被ばく線量の測定等を実施

里山再生のための取組
（里山再生事業）

樹木から新たに落ちてくる葉枝等の測定

植栽木中の放射性セシウム吸収抑制効果の把握

資料：林野庁「令和元（2019）年度避難指示解除区域等の林業再生に向けた実証事業
            （分析・取りまとめ）」

図      避難指示解除区域等の林業再生に向けた実証事業

森林整備を通じた移動抑制対策

新たな落葉等による影響

カリウム施肥による吸収抑制効果

　避難指示区域の解除など、住民の帰還に向けた取組
が進められている中、地域住民の雇用・生活の場の確保
のためには、地域の基幹産業のひとつである林業・木材
産業の再開が重要です。 解除後に地域の森林整備等を
円滑に再開できるよう、林野庁では2014年度から、これ
までに得られた知見を活用した放射性物質対策技術の
実証事業を実施しています（図）。

林業再生に向けた
実証事業

かん

グリーンフィールド富岡周辺（富岡町）

間伐による土砂移動抑制効果の検証
（放射性セシウムの拡散を抑制）
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きのこ等の基準値（単位：Bq/kg） きのこ原木・薪・木炭・ペレット等の当面の指標値

放射性物質を含む食品からの被ばく線量の上限を年間 1mSvとし、これ

をもとに放射性セシウムの基準値を決めています。

放射性物質の影響を受けたほだ木（乾重量当たり）や菌床用培地（乾

重量当たり）と、発生したしいたけ（生重量当たり）のそれぞれの放射性

セシウムの濃度の測定結果を基に、移行係数の上限値に近いとみなせ

る値を統計的に推計しました。その結果、移行係数は、きのこ原木（ほ

だ木）の場合が 2、菌床用培地（菌床）の場合が 0.5 という値が得られ、

次の式により、きのこ原木及びほだ木の当面の指標値 50 ベクレル

/kg、菌床用培地及び菌床 200 ベクレル /kg を設定しました。

当面の指標値 =100 ベクレル /kg（一般食品の基準値）／移行係数（き

のこ原木 2、菌床用培地 0.5）

参考：林野庁「きのこ原木及び菌床用培地等の当面の指標値設定に関

する Q＆A」2012 年

実証実験により、薪 1kg を燃焼させると灰 5g、木炭 1kg を燃焼させる

と灰 30g が残り、薪及び木炭に含まれていた放射性セシウムの約9割

がその灰に残るとのデータが得られました。 これは、灰 1kg 当たりの放

射性セシウムの濃度が薪 1kg と比べて 182 倍、木炭 1kg と比べて 28

倍となることを意味します。

　このため、薪及び木炭の燃焼により生じる灰が、セメント等で固化す

る等の対策を講じなくても一般廃棄物最終処分場での埋立処分が可

能な放射性物質の濃度である 8,000Bq/kg 以下となるよう、薪の指標

値を 40Bq/kg（8,000÷182＝44≒40）、木炭の指標値を 280Bq/kg

（8,000÷28＝286≒280）としました。

ホワイトペレットと全木ペレットについては、まず、燃焼前のペレットと

燃焼後の灰の放射性セシウム濃度の比率（放射性セシウムの濃縮の割

合）を算出しました。 この比率の分布から、約 9 割の確率で燃焼後の灰

の放射性物質濃度が、一般廃棄物として通常の処理が可能な上限値

8,000Bq/kg を超えないようにするためのペレットの放射性物質濃度

の上限値を求めるため、濃縮率を推計したところ、 210という結果を得

ました。これを基に、次により当面の指標値を以下のとおり算出しまし

た（8,000 Bq/kg÷210 倍＝38.1 Bq/kg≒40 Bq/kg）。

バークペレットについては、検体数が少ないため、濃縮率の最大値

（25 倍）を用いて、以下により当面の指標値を求めました（8,000 

Bq/kg÷25 倍＝320 Bq/kg≒300 Bq/kg）。

※１ 

※4 

※5 

※2 

※３ 

※4・5 資料：林野庁「木質ペレットの当面の指標値の設定、検査方法等についての Q&A」

  １００

対 象 品 目 基準値 基準値設定
 きのこ・山菜（一般食品基準）   2012年  4月  2012年  3月

 2012年  3月
 2011年11月
 2011年11月

  　５０
　２００
　　４０

  ２８０

対 象 品 目

    ４０

  ３００

 2012年11月

 2012年11月

指標値 基準値設定
 きのこ原木・ほだ木
 菌床用培地
 薪
 木炭

 木質ペレット
 （ホワイトペレット、 全木ペレット）

 木質ペレット（バークペレット）

※3

※3

※4

※5

※1 ※2

データ 1

データ 2

様々な基準・指標　震災前、 福島県は全国有数のしいたけ等原木生産
地であり、 全国の生産量の約１割（都道府県境を越え
て流通するしいたけ原木の約５割）を福島県産が占
めていました。 原発事故後、 指標値（50Bq/kg）を超
える放射性物質を含む原木の出荷ができなくなった
ことから、 福島県の原木生産量が大幅に減少し、原木
となるコナラ等の広葉樹の循環利用に不可欠な伐
採・更新が進んでいません。
　このような中、林野庁では、森林の生育状況や放
射性物質の動態、原木を含む広葉樹材の需要などを
総合的に踏まえた伐採・更新による循環利用が図ら
れるよう、計 画 的な原 木 林の再 生に向 けた取 組を

「里山・広葉樹林再生プロジェクト」として、 2021年

4月より福島県の関係者と連携して推進しています。
【里山・広葉樹林再生プロジェクトの内容】
①再生プランの作成
②科学的知見の発信・共有と更なる集積
③伐採した広葉樹の利用拡大

　また、原発事故以後、 福島県だけでなく放射性物質
の影響が比較的小さい地域においても、指標値を超
える原木林が見受けられたことから、これらの地域で
も原木の生産量が落ち込んでいます。
　そのため、原木の生産が停滞するなど、放射性セシ
ウムの影響を受けた７県において、伐採、更新された
ぼう芽枝等の放射性物質濃度の測定を行い、原木林
の再生を図るための実証事業（ほだ木等原木林再生
のための実証事業）に取り組んでいます。 この事業は
2014年度以降、７県61市町村で実施しています。
　さらに林野庁では、2014年度からほだ木等原木及
びぼう芽更新木等における放射性セシウムの動態
に関する調査・研究事業を実施しており、 これまでに

・ぼう芽更新木等の放射性セシウムの吸収には、土壌
　中の放射性セシウム濃度及び交換性カリウム濃度が
　影響している
・ぼう芽更新木と比較し植栽木の放射性セシウム濃度
　が低くなる傾向がある
・コナラと比較しクヌギの方がぼう芽枝の放射性セシ
　ウム濃度が低くなる傾向がある
といった科学的知見が得られています。 これらの結果
は限られた試験地によるものであるため、今後も科学
的知見の蓄積を行い、しいたけ等原木利用の判定方
法等の検討を進める必要があります。

しいたけ等原木林の再生対策

写真 1    原木林の成林 写真 2    伐採後のぼう芽更新

NO

NO

Bq/kg

YES

その値が 2.5μSv/h

値が2.5μSv/h

NOYES

YES

YES

YES
YES

NONO

NO

らの推計が可能）

NOYES

文科省航空機モニタリングの最新のデータ
等に照合し、作業場所の空間線量率が明ら
かに 2.5μSv/h 以下であるか。

行う作業は以下のものに該当するか。
①苗木生産作業
②植栽作業
③保育作業（補植に限る）
④林道開設
⑤災害復旧作業

作業場所の空間線量率を測定し、その値
が 2.5μSv/h を超えるか。

汚染土壌等に含まれるセシウムの放射能
濃度を測定し、その値が１万 Bq/kg を超
えるか。（簡易測定が可能）

汚染土壌等に含まれるセシウム
の放射能濃度を測定し、その値
が１万 Bq/kg を超えるか。（簡易
測定又は空間線量率からの推計
が可能）

今後、2.5μSv/h を超える作業場
所において、除染や特定汚染土
壌等取扱業務等に作業員を従事
させる予定があるか。

義 務 等 とし
て 対 策 を 講
ずる 必 要 は
ない。

特定線量下業務に
該当

「特 定 線 量 下 業 務 に
従事する労働者の放
射線障害防止のため
のガイドライン」を遵
守し、作業を実施。

義務等として対策を講ずる必要はないが、被ば
くや汚染拡大をさらに軽減する観点から、自主
的に以下の対応をとることが考えられる。
●長袖、 手袋、 不織布マスク等を着用する。 
　なお、熱中症予防のため、水分・塩分をこま
　めに摂取する。
●休憩、 飲食については作業場所の風上に移
　動し、 手袋等を脱いだ上で行う。
●手洗い、うがいを行う。   履物に着いた泥を
　洗い流す。

特定汚染土壌等取
扱業務に該当

「除 染 等 業 務 に 従 事
する労働者の放射線
障害防止のためのガ
イドライン」を 遵 守
し、作業を実施。

左欄の対策に加え、自
主的に線量管理を行う
ことが考えられる。
なお、線量管理の手法
については、個人線量
計による測定のほか、
簡易なもの（空間線量
からの評価や代表者に
よる測定）が可能。

作業場所の空間線量率を測定し、
その値が 2.5μSv/h を超えるか。

資料：林野庁「除染特別地域・汚染状況重点調査地域で作業を行う場合のフロー」

除染特別地域等の森林での作業と放射線量の基準

作業安全ガイド

参 考 指 標

原木林の循環利用


